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第５章 基本方針と施策 

 

１  安全・安心の住まい・まちづくり 

 

本市は糸魚川－静岡構造線断層上に位置し、全国的にみても、大規模地震の発生確率が高

いといわれています。このため、建築物の耐震化や不燃化等を促進し、災害に強い住まい・

まちづくりを進めます。また、建築物を構成している材料が人体に悪影響を及ぼさないよう

に、アスベスト◆の飛散防止や室内環境を改善し、健康面で安心できる住まいづくりを進め

ます。さらに、これからの超少子高齢型人口減少社会を見据え、住まいとまちのユニバーサ

ルデザイン◆化を進めます。 

図 安全・安心の住まい・まちづくり 施策の体系（1/2） 

 

ア 耐震診断や耐震改修等 

地震時の建築物の倒壊を防ぐため、建築物の

耐震性の向上を進めます。 

イ 建築物の適切な維持・保全 

既存建築物におけるエレベーター等や窓ガラ

スの転落等の事故を未然に防止するため、建築

物の適切な維持・保全を進めます。 

ウ 住まいとまちの不燃化 

地震に伴って生じる火災の被害を防ぐため

に、住まいとまちの不燃化を進めます。 

施策の方向 施策 

 

(1) 災害に強い住まい・まちづくり
 
 
＜各主体の役割＞ 
 
● 所有者、使用者 

住宅の耐震性や耐火性等の情報を幅広く集

め、必要に応じて住宅の改修や建替え、ある

いは住替えをします。 

 
● 住宅関連事業者 

住宅関連事業者は、災害に強い住宅に関す

る助成制度等の情報収集を常に心がけ、市民

の利用を促します。特に、設計・技術開発業

者や建築施工業者等は、耐震等に関する技術

を開発・習得し、市民に対して災害に強い住

宅を提供します。 

 
● 行政 

住宅の改修や建替え、住替えに関して、市

民と住宅関連事業者が必要とする情報の提供

及び費用補助や減税等の支援を行います。ま

た、都市基盤や公共施設の整備により、まち

の防災性を高めます。さらに、災害が発生し

た場合に被災者が住まいを確保できる仕組み

を整えます。 

 
 

カ 住宅の防火性能の向上 

火災被害を最小限にするため、住宅用火災警

報器設置等により、防火性能の向上を進めます。

オ 再利用が困難な老朽空き家の除却 

まちの安全性の向上を図るため、著しく老朽

化が進み、再利用が困難な空き家の除却を進め

ます。 

キ 被災住宅の再建 

災害発生後の被災住宅の再建を円滑に進める

ための仕組みづくりを進めます。 

ク 災害時における民間空き家等の活用 

災害発生後における住宅需要に対応するた

め、民間空き家等を活用できる仕組みづくりを

進めます。 

エ 災害発生危険区域内住宅の移転 

地震に伴う崖の崩壊や土石流等の災害の危険

性が高い区域内に住んでいる方の安全を確保す

るため、住宅の移転を進めます。 
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図 安全・安心の住まい・まちづくり 施策の体系（2/2）

 

施策の方向 施策 

 
(3) ユニバーサルデザインを 

導入した住まい・まちづくり 
 
＜各主体の役割＞ 

● 所有者、使用者 

ユニバーサルデザイン◆について幅広く情

報を集め、必要に応じて住宅の改修や建替え、

あるいは住替えをします。 

● 住宅関連事業者 

住宅関連事業者は、ユニバーサルデザイン◆

に関する助成制度等の情報収集を常に心がけ、

市民の利用を促します。特に、設計・技術開発

業者等は、ユニバーサルデザイン◆の考え方を

導入した新築住宅の提供に努めるとともに、既

存住宅の改修を実施します。 

● 行政 

ユニバーサルデザイン◆について市民と住宅

関連事業者が必要とする情報の提供及び費用

補助や減税等の支援を行います。また、公共施

設等のユニバーサルデザイン◆化を進めます。

 

ア アスベスト飛散防止 

アスベストによる健康被害を防止するために、

建築物の解体時における飛散防止対策を進めま

す。 

イ 良好な室内環境の確保 

健康で快適な住まいづくりを進めるため、健康

に害を与えない室内環境づくりを進めます。 

ア 住宅のユニバーサルデザイン化 

障害を持つ方はもとより、誰もが自宅で快適に

暮らせるようにするため、住宅のユニバーザルデ

ザイン◆化を進めます。 

イ 公共施設等のユニバーサルデザイン化 

障害を持つ方はもとより、誰もが快適に生活で

きるまちをつくるため、道路等の公共施設等のユ

ニバーサルデザイン◆化を進めます。 

 
(2) 健康にやさしい住まいづくり 
 
＜各主体の役割＞ 

● 所有者、使用者 

健康にやさしい住まいについて幅広く情報

を集め、必要に応じて住宅の改修や建替え、あ

るいは住替えをします。 

● 住宅関連事業者 

住宅関連事業者は、健康にやさしい住宅に関

する助成制度等の情報収集を常に心がけ、市民

の利用を促します。特に、設計・技術開発業者

等は、有害物質を含まない建材及び関連技術の

開発を行い、健康にやさしい住宅を提供しま

す。 

● 行政 

健康にやさしい住まいについて、市民と住宅

関連事業者が必要とする情報の提供及び費用

補助や減税等の支援を行います。 
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以上の施策の方向と施策を踏まえ、市は以下の取組みについて検討していきます。 

 

表 安全・安心の住まい・まちづくり 市の取組み一覧 

施策の 

方向 
施策 市の取組み（担当課） 

(ア) 耐震改修促進計画◆の推進（建築指導課） 

(イ) 耐震診断・耐震改修への補助・融資（建築指導課）、税の軽減（資産

税課） 

(ウ) 耐震診断士養成講習会等の実施（建築指導課） 

(エ) 家具や工作物の転倒・落下防止に関する啓発 

ア 耐震診断や耐震改修

等 

(オ) 支援制度や耐震補強工法の事例及び事業者等に関する情報提供 

(ア) 定期報告制度の徹底（建築指導課） 

(イ) 多数の人が利用する既存建築物の耐震改修の指導（建築指導課） 

(ウ) 落下物等にかかわる改善指導の徹底（建築指導課） 

イ 建築物等の適切な維

持・保全 

(エ) 中古住宅の安全性を評価して一般に公開する仕組みの検討 

(ア) 協調建替え◆への補助等の検討（住宅課） 

(イ) 防災都市計画の推進（計画課） ウ 住まいとまちの不燃

化 
(ウ) 道路拡幅や緑地の整備（建設課・幹線道路課・市街地整備課・交通安

全課・公園緑地課・用地課） 

(ア) 危険住宅の除却及び代替住宅建設への補助（建築指導課） エ 災害発生危険区域内

住宅の移転 (イ) 各法令等に基づく開発行為の制限（建築指導課） 

オ 再利用が困難な老朽

空き家の除却 
(ア) 所有者及び周辺住民への啓発（建築指導課） 

(ア) 住宅防火診断の実施（松本広域消防局） 

カ 住宅の防火対策 (イ) 消防法等に基づく住宅用火災警報器等の設置指導（松本広域消防局、

建築指導課） 

(ア) 建築物が火災や風水害等の災害にあった場合の税の減免（資産税課）
キ 被災住宅の再建 

(イ) 災害復興住宅への補助、融資（建築指導課） 

(1)
災
害
に
強
い
住
ま
い
・
ま
ち
づ
く
り 

ク 災害時における民間

空き家等の活用 
(ア) 関係団体との連携による災害時空き家活用体制の整備 

(ア) 吹付けアスベスト◆の除去工事への補助 

(イ) 講習会等による技術的な支援、情報提供（建築指導課） ア アスベスト飛散防止

(ウ) 解体工事時のアスベスト◆含有建材の届出制度による監視（建築指導

課） 

(2)
健
康
に
や
さ
し
い 

住
ま
い
づ
く
り 

イ 良好な室内環境の確

保 
(ア) 木材等の自然素材を活用した住宅の普及 

(ア) 住宅のユニバーサルデザイン◆化改修に対する補助、融資（障害・生

活支援課、高齢福祉課、住宅課）、税の軽減（資産税課） 
ア 住宅のユニバーサル

デザイン化 

(イ) ユニバーサルデザイン◆の普及・啓発（政策課） 

(ア) 公共施設等のユニバーサルデザイン◆の導入（担当各課） 

(3)
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
デ
ザ
イ
ン
を 

導
入
し
た
住
ま
い
・
ま
ち
づ
く
り 

イ 公共施設等のユニバ

ーサルデザイン化 (イ) バリアフリー新法◆の一部審査や長野県福祉のまちづくり条例に基

づいた審査（建築指導課） 
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２  住宅・宅地のストックの活用と流通の促進 

 

耐久性や快適性、環境にも配慮し、最低居住面積水準◆等の住宅に関する水準を満たす良

質な住宅ストック◆の形成を目指し、住まいの長寿命化を図ります。また、分譲マンション

等の適切な管理や改善を促進し、既存住宅の有効活用を進めます。 

一方で、居住者が適正な住宅情報を得られるような環境を整えるとともに、多様なライフ

スタイルに合わせた住替えが可能となる仕組みの構築を進めます。 

図 住宅・宅地ストックの活用と流通の促進 施策の体系 

 

ア ライフスタイルに対応できる長寿命

住宅の普及 
ライフスタイルの変化に応じた暮らしを

可能とする住宅の長寿命化を進めます。 

イ マンションの適正な修繕・改修や円

滑な建替え 
老朽化した分譲マンション所有者の居住

を確保するため、適正な修繕・改修や円滑

な建替えを進めます。 

施策の方向 施策 

 
(1) 住まいの長寿命化 
 
＜各主体の役割＞ 

● 所有者、使用者 

ライフスタイルにあわせた暮らしをするため

に幅広く情報を集め、必要に応じて住宅の改修

や、住まいの選択をします。分譲マンションの居

住者は、修繕や改修、建替えの協議に積極的に参

加し、皆で事業を進めます。 

● 住宅関連事業者 

住宅事業者は、住宅の長寿命化に関する助成制

度等の情報収集を常に心がけ、市民の利用を促し

ます。特に、設計・技術開発業者等は、長寿命化

に関する関連技術の開発を行い、ライフスタイル

の変化に対応できる住宅を提供するとともに、既

存住宅のリフォームを実施します。 

● 行政 

住宅の長寿命化に関して市民と住宅関連事業

者が必要とする情報の提供及び費用補助等の支

援を行います。 

ア 適正な住宅情報の提供等 

性能や価格に関する適正な評価に基づい

た住宅情報の提供を進めます。 

イ 空き家・空き部屋（中古住宅、賃貸

住宅等）の活用 
空き家・空き部屋を活用した住替えを促

進します。 

ウ 持ち家を活用した住替えの活発化 

持ち家のまま借家として活用する等の仕

組みをつくり、持ち家を活用した住替えを

促進します。 

 
(2) 住替えがしやすい仕組みづくり 
 

＜各主体の役割＞ 

● 所有者、使用者 

ライフスタイルにあわせた暮らしをするため

に幅広く情報を集め、必要に応じて住まいの選択

をします。空き家や空き部屋がある場合には、状

況に応じて市に情報提供し、入居希望者に提供で

きるようにします。 

● 住宅関連事業者 

住宅関連事業者は、多様なライフスタイルに対

応できる住まいを提供します。特に、住宅性能表

示制度等を利用し、市民が客観的な情報に基づい

て住まいを選択できるように促します。 

● 行政 

住替えに関して市民と住宅関連事業者が必要

とする情報の提供及び費用補助等の支援を行い

ます。特に、空き家情報の収集と転居希望者への

斡旋を行います。 
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以上の施策の方向と施策を踏まえ、市は以下の取組みについて検討していきます。 

 

表 住宅・宅地のストックの活用と流通の促進 市の取組み一覧 

施策の 

方向 
施策 市の取組み（担当課） 

(ア) 住宅の長寿命化のための設計や管理方法・適切な営繕の普及・啓発 

(イ) 長期優良住宅普及促進法による長期優良住宅建築等計画の認定 

（建築指導課） 

ア ライフスタイル

に対応できる長寿

命住宅の普及 

(ウ) 戸建て住宅の良質なリフォームに対する補助､融資の検討（住宅課） 

(1)
住
ま
い
の
長
寿
命
化 

イ マンションの適

正な修繕・改修や

円滑な建替え 

(ア) マンション管理や建替えに関する情報提供 

(ア) 住宅性能表示制度◆等に関する情報提供（建築指導課） 

(イ) 窓口やインターネット、住宅情報誌を活用した住宅情報の情報提供 

（住宅課） 

ア 適正な住宅情報

の提供等 

(ウ) 関係機関と連携した、住宅に関する総合的な相談窓口設置の検討 

（住宅課） 

(ア) 空き家・空き部屋情報の提供 イ 空き家・空き部屋

（中古住宅、賃貸

住宅等）の活用 (イ) 空き家の修繕費の一部助成の検討（住宅課） 

(ア) リバースモゲージ制度◆の研究（住宅課） 

(2)
住
替
え
が
し
や
す
い
仕
組
み
づ
く
り ウ 持ち家を活用し

た住替えの活発化 (イ) 持ち家のまま借家として活用できる住替え住宅の流通の一般化を誘導

（住宅課） 
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３  まちなかや中山間地等の地域特性に応じた住まい・まちづくり 

 

超少子高齢型人口減少社会を見据え、地域の活力を維持・発展させるため、本市は集約型

の都市構造を目指しています。そのために、特にまちなか、中山間地において地域特性に応

じたまちづくりを進め、魅力を高めながら、居住を希望する人たちのライフスタイルに対応

した住まいの提供を積極的に進めていきます。 

 

図 まちなかや中山間地等の地域特性に応じた住まい・まちづくり 施策の体系 

 

ア 持ち家の取得 

まちなかの居住人口を確保し、

にぎわいを維持するため、持ち家

の取得を進めます。 

イ 民間賃貸住宅への入居 

まちなかの居住人口を確保し、

にぎわいを維持するため、民間賃

貸住宅の利用を進めます。 

施策の方向 施策 

 
(1) まちなかにおける住まい・まちづくり 
 
＜各主体の役割＞ 

● 所有者、使用者 
まちなかへの住替えを進めます。 

● 住宅関連事業者 
まちなかにふさわしい暮らしができる住まいを提供し

ます。 

● 行政 
市民と住宅関連事業者に必要な情報提供と支援等を行

います。特に、まちなかでの定住を促進するために、住み
やすく、また、住替えがしやすい仕組みをつくります。 

ア 中山間地への住替えの促進 
中山間地への住替えを進めます。

イ 田舎暮らしに関する情報提

供等 
田舎暮らしを求めて市内の中山

間地に転居を希望する方に情報提

供します。 

 
(2) 中山間地における住まい・まちづくり 
 
＜各主体の役割＞ 

● 所有者、使用者 
中山間地への住替えや二地域居住を進めます。 

● 住宅関連事業者 
中山間地にふさわしい暮らしができる住まいを提供し

ます。 

● 行政 
市民と住宅関連事業者に必要な情報提供と支援等を行

います。特に、中山間地での定住を促進するために、住み
やすく、また、住替えがしやすい仕組みをつくります。 

ア 多様な世代・世帯が支えあ

えるまちづくり 
住民が居住する地域で異なる世

代や世帯の方と積極的に交流でき

る環境づくりを進めます。 

 
(3) 地域住民が主体となるまちづくり 
 
＜各主体の役割＞ 

● 所有者、使用者 

地域のまちづくり活動や異なる世代との交流を積極的

に行い、地域の絆を深め、自らが主体となって魅力的なま

ちをつくっていきます。 

● 住宅関連事業者 

多様な世代が支えあえる住宅や、地域の様々な人が交流

できる広場等の提案を行います。 

● 行政 

地域のまちづくり活動等に関して市民と住宅関連事業

者に必要な情報提供と支援等を行います。また、まちづく

りの専門家を派遣します。 
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以上の施策の方向と施策を踏まえ、市は以下の取組みについて検討していきます。 

 

表 まちなかや中山間地等の地域特性に応じた住まい・まちづくり 市の取組み一覧 

施策の 

方向 
施策 市の取組み（担当課） 

(ア) 子育て世帯向け 持ち家取得までの市街地居住が可能な公共賃貸住宅の供給

（住宅課） 

(イ) 高齢者のグループハウジング◆等による持ち家取得の支援 

(ウ) 中心市街地の借家に居住する高齢世帯に対して持ち家化を推奨 

(エ) 高齢者向けの定期借地権◆付分譲住宅の流通を誘導 

(オ) 単身女性や単身高齢者が住みやすい共同住宅、学生や若い世代の居住を支援

する住宅の供給（住宅課） 

(カ) ノンリコースローン◆の導入及び普及の検討 

(キ) 住宅を新築した場合の税の軽減等（市民税課、資産税課） 

ア 持ち家の

取得 

(ク) 戸建て・共同住宅を新築・改築する場合の支援（住宅課） 

(ア) 若い夫婦を対象とした家賃補助の検討（住宅課） 

(イ) 義務教育終了前の児童を養育する世帯を対象とした家賃補助の検討（住宅課）

(ウ) 郊外に持ち家を持つ高齢者のまちなかへの住替え支援 

(エ) 中心市街地での単身世帯や夫婦のみ世帯向けの低廉なマンション供給の促進

(1)
ま
ち
な
か
に
お
け
る
住
ま
い
・
ま
ち
づ
く
り 

イ 民間賃貸

住 宅 へ の

入居 

(オ) 地権者と購入者の両方が安心して貸与購入できる環境づくり 

(ア) 都会からの農林業志向世帯の定住を受け入れる環境の整備（政策課） 

(イ) Ｉターン◆・Ｕターン◆を受け入れる環境の整備 

(ウ) 公営住宅の入居条件の緩和（住宅課） 

(エ) 住宅の購入又は宅地を取得した者に対する固定資産税相当額の奨励金交付の

検討 

ア 中山間地

へ の 住 替

えの促進 

(オ) 子育て環境と住宅取得が可能な住宅の普及 

(ア) 田舎暮らしに関する総合相談窓口の設置やホームページの活用による情報発

信（政策課） 

(2)
中
山
間
地
に
お
け
る
住
ま
い
・
ま
ち
づ
く
り 

イ 田舎暮ら

し に 関 す

る 情 報 提

供 

(イ) 公共宿泊施設におけるおもしろふれあい体験等や、クラインガルテン◆（滞在

型市民農園）等を中心とした２地域居住型グリーンツーリズム◆の拠点形成

（農政課） 

(ア) 三世代同居型居住環境を促進し、多様な世代が支えあえる仕組みづくり 

(イ) 高齢者の住まいにおける学生の下宿の促進 

(ウ) ルームシェア・ハウスシェア等共同居住の環境整備 

(エ) 交通結節点の周辺における持ち家の推進 

(オ) 防災や福祉等、地域の課題を地域で解決できるような仕組みづくり（総合防

災課、福祉計画課） 

(カ) 生涯学習関係施策の推進による地域住民の交流機会の提供（教育政策課、生

涯学習課） 

(キ) ミニ公園や市場、ゴミステーションとして利用可能な公共用地の整備（公園

緑地課、市街地整備課） 

(3)
地
域
が
主
体
と
な
る 

ま
ち
づ
く
り 

ア 多様な世

代・世帯が

支 え あ え

る ま ち づ

くり 

(ク) 地域づくりのための教育・文化施設・福祉施設や体育施設の整備・改修（生

涯学習課・中央公民館、中央図書館、福祉計画課、体育課） 
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４  環境と調和する住まい・まちづくり 

 

環境に負荷をかけない循環型社会を目指すとともに、豊かな自然環境に調和した松本の景

観を保全・形成していくため、木材の利用や景観に配慮した質の高い住まいづくりや、エネ

ルギーを効率的に利用できる住まいづくり、建設廃棄物の発生抑制とリサイクルを進めます。 

図 環境と調和する住まい・まちづくり 施策の体系 

 

ア 木材を利用した住まいづくり 

地場産木材を利用した木造住宅の

普及を進めます。 

イ 自然環境に調和した街並み等

の景観形成 
松本の豊かな自然環境に調和した

街並み等の景観形成を進めます。 

施策の方向 施策 

 
(1) 自然環境に調和した住まい・まちづくり 
 
＜各主体の役割＞ 

● 所有者、使用者 

自然環境に調和した住まいに関する情報を集め、必要に

応じて住宅の改修や、住まいの選択をします。 

● 住宅関連事業者 

住宅事業者は、自然環境に調和した住宅に関する助成制

度等の情報収集を常に心がけ、市民の利用を促します。特

に、設計・開発業者等は、地場産の木材を用いた工法の活

用に努め、自然環境に調和した木造住宅を提供します。 
● 行政 

地場産の木材等に関して市民と住宅関連事業者に必要な
情報提供と支援等を行うとともに、景観条例の運用を行い、
自然と調和した景観の形成を進めます。 

ア 省エネルギー住宅や新エネル

ギーを活用した住宅の普及 
省エネルギーや新エネルギーの考

え方を導入した住宅の普及を進めま

す。 

 
(2) 省エネの住まいづくり 
 
＜各主体の役割＞ 

● 所有者、使用者 

省エネルギー等に関する情報を集め、必要に応じて住宅

の改修や、住まいの選択をします。 

● 住宅関連事業者 

住宅事業者は、省エネルギー等に関する助成制度等の情

報収集を常に心がけ、市民の利用を促します。特に、設計・

開発業者等は、省エネルギー等の対策を施した建築のコス

トダウンに努め、普及を目指します。 

● 行政 
省エネルギーの住宅に関して市民と住宅関連事業者に必

要な情報提供と支援等を行うとともに、法律に基づいた条
例の運用を行います。 

イ 建設廃棄物の分別・減量化 

建設廃棄物の分別・減量化を進め

ます。 

 
(3) 建設廃棄物の減量とリサイクル 
 
＜各主体の役割＞ 

● 所有者、使用者 

リサイクル等に関する情報を集め、必要に応じて住宅の

改修や、住まいの選択をします。 

● 住宅関連事業者 
住宅事業者は、省エネルギー等に関する助成制度等の情

報収集を常に心がけ、市民の利用を促します。特に、設計・
技術開発業者等は、建設廃棄物を減らし、またリサイクル
が可能な製品の提供を進めます。 

● 行政 
リサイクル等に関して市民と住宅関連事業者に必要な情

報提供と支援等を行うとともに、法律に基づいた条例の運
用を行います。 

ア リサイクル製品等の普及 

住宅におけるリサイクル製品の利

用を進めます。 

イ 建築物における効率的なエネ

ルギーの利用 
建築設備等で使用されるエネルギ

ーの効率化を進めます。 
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以上の施策の方向と施策を踏まえ、市は以下の取組みについて検討していきます。 

 

表 環境と調和する住まい・まちづくり 市の取組み一覧 

施策の 

方向 
施策 市の取組み（担当課） 

(ア) 地場産木材を活用した住宅への補助、融資の検討 

(イ) 製材業者、設計者、大工、工務店等のネットワークづくりの推奨 

(ウ) 信州の木を活用した優良な住宅の表彰等 

(エ) 信州の木の流通体制の整備 

(オ) 信州の木を利用した公共施設づくりの技術指針の策定、普及 

(カ) 木造伝統構法の調査、研究 

(キ) 職人の教育体制の充実 

ア 木材を利用した住ま

いづくり 

(ク) 地域住宅産業の経営に関する講習会や現場見学会の開催 

(1) 

自
然
環
境
と
調
和
し
た
住
ま
い
・
ま
ち
づ
く
り 

イ 自然環境に調和した

街並み等の景観形成 
(ア) 景観条例◆等に基づく建築物等の景観形成（計画課） 

(ア) 省エネルギーや新エネルギー◆住宅に対する補助（環境保全課）、

税の軽減（資産税課） 
ア 省エネルギー住宅や

新エネルギーを活用

した住宅の普及 
(イ) 市営住宅を建替える場合、省エネルギーやライフサイクルコスト◆

に配慮（住宅課） 

(2) 

省
エ
ネ
の
住
ま
い
づ
く
り イ 建築物における効

率的なエネルギーの

利用 

(ア) 省エネルギー法◆及び長野県地球温暖化対策条例による届出の活

用 

ア リサイクル製品等

の普及 
(ア) リサイクル製品等に関する情報提供 

(3) 

建
設
廃
棄
物
の
減
量
と 

リ
サ
イ
ク
ル 

イ 建設廃棄物の分別・

減量化 
(イ) 建設リサイクル法による届出（建築指導課） 
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５  誰もが安定した居住を確保できる住まいづくり（セーフティ・ネット） 

 

生活基盤となる居住を誰もが安定して確保できることを目指し、様々な立場で住宅に困窮

している市民のニーズに応えることのできる市営住宅の提供を行います。また、市営住宅だ

けでなく、民間賃貸住宅を活用したセーフティ・ネットを展開していきます。 

 

図 誰もが安定した居住を確保できる住まいづくり 施策の体系 

 

ウ 公営住宅の効率的な管理運営 

公営住宅の効率的な管理運営を行う

ために、計画的なリフォームや建替え、

団地の統廃合等を進めます。 

イ 入居者に応じた公営住宅の提供

身障者や高齢者、子育て世帯等、そ

れぞれの立場で住宅に困窮している方

を対象にした公営住宅の提供を進めま

す。 

施策の方向 施策 

 
(1) 多様な入居者・世帯が住みやすい 

公営住宅の運営 
 
＜各主体の役割＞ 

● 所有者、使用者 

自ら責任を持って生活の向上に努めます。また、市

営住宅を含めた地域の中で積極的に交流し、地域の絆

を深め、住みよい地域をつくります。 

● 行政 

公営住宅の効率的・計画的な運営を行うとともに、

様々な立場で生活に困っている方が市営住宅を利用

できる仕組みをつくります。 

 

 

エ 公営住宅への多様な世帯の入居

による住民の交流 
公営住宅の団地内、地域内で多様な

世帯の交流を進めます。 

 
(2) 住宅困窮者が民間賃貸住宅に 

入居しやすい仕組みづくり 
 
＜各主体の役割＞ 

● 所有者、使用者 

自ら責任を持って生活の向上に努めます。また、地

域の中で積極的に交流し、地域の絆を深め、住みよい

地域をつくります。 

● 住宅関連事業者 
要支援者が入居しやすい環境の整備に努めます。 

● 行政 

要支援者等が民間賃貸住宅に入居しやすくなるよ

うに情報支援及び支援を行い、住宅困窮者の住まいを

確保します。 

ア 公営住宅へのより公平・的確な

入居 
住宅規模と居住人数のミスマッチを

減らし、できるだけ公平で的確な入居

ができるようにします。 

ア 住宅困窮者が民間賃貸住宅に入

居しやすい仕組みづくり 
住宅に困窮している要支援者・要援

護者や高齢者等が民間賃貸住宅に入

居しやすい仕組みづくりを進めます。
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以上の施策の方向と施策を踏まえ、市は以下の取組みについて検討していきます。 

 

表 誰もが安定した居住を確保できる住まいづくり 市の取組み一覧 

施策の 

方向 
施策 市の取組み（担当課） 

ア 公営住宅へのより公

平・的確な入居 
(ア) 住宅規模と居住人数のミスマッチの解消 

(ア) 身障者及び高齢者が居住可能な住宅に建替え 

(イ) 高齢者共同居住施設への改修の検討 

(ウ) 福祉目的空き家◆の確保 

(エ) 福祉施設機能複合整備の検討 

(オ) 期限付き入居制度導入の検討 

イ 入居者に応じた公営

住宅の提供 

(カ) 子育てが可能な公営住宅の整備 

(ア) 県と市との役割分担（県：広域的な需要に対応した公営住宅の運営、

市町村：地域の実情に応じた公営住宅の主体的運営） 

(イ) 公営住宅の移管・譲渡の検討 

(ウ) 市営住宅の計画的リフォーム 

(エ) 小規模団地の統廃合 

(オ) まちなかでの公営住宅の確保 

ウ 公営住宅の効率的な

管理運営 

(カ) 老朽化した団地の建替え・廃止 

(ア) 若年世帯の入居を増やし、多様な世代が交流できるような構造の公

営住宅への建替えや入居制度への改善 

(イ) 住民間の交流活動への支援 

(1)
多
様
な
入
居
者
・
世
帯
が
住
み
や
す
い
公
営
住
宅
の
運
営 

エ 公営住宅への多様な

世帯の入居による住民

の交流 

(ウ) 市営住宅の建替え時における交流スペースの確保 

(ア) 高齢者、子育て世帯等の入居を支援する仕組みの検討（高齢福祉課、

こども福祉課、住宅課） 

(イ) 要支援者・要援護者や外国人の入居を支援する仕組みの検討（障害・

生活支援課、人権・男女共生課、広報国際課、住宅課） 

(2) 住宅困窮者が民間賃貸住宅に

入居しやすい仕組みづくり 

(ウ) その他の住宅困窮者の入居を支援する仕組みの検討（障害・生活支

援課、住宅課） 

 
 
 




